
入 札 公 告

条件付一般競争入札を執行するので，次のとおり公告する。

平成２９年１０月１９日

宮城県道路公社理事長 小野寺 好男

１ 入札に付す工事

(1) 工事番号 平成２９年度 受（Ⅲ）道第５号

工 事 名 みやぎ県北高速幹線道路（Ⅲ）道路改良（２－２工区）工事

(2) 施工場所 （主）築館登米線

登米市中田町石森 地内

(3) 工 期 契約締結日の翌営業日から平成３１年３月２８日まで

(4) 工事概要 施工延長L=340m 幅員W=6.5（8.5）m

  掘削工     Ｖ＝4,600㎥ 

  路体盛土工     Ｖ＝9,000㎥ 

 グラベルマット工（RC-40，t=0.7m）  Ｖ＝8,580㎥ 

           中層混合処理工（スラリー噴射方式 D=3.5～7.5m) Ｖ＝17,860㎥ 

第２号函渠工(B 11.1m×H 6.0m) Ｌ＝21.0m

(5) 支払条件 前払 有 中間払及び部分払 有

(調査基準価格を下回る価格で契約締結する場合の前払金の割合は，当該工事の請負代金

の額の10分の２以内〔万円未満切捨〕の額)

(6) 予定価格 ３２８，２６９，０００円 (消費税及び地方消費税を除く。)

(7) 契約保証金 契約金額の10分の１以上の額(調査基準価格を下回る価格で契約締結する場合の契約保証

金の額は，契約金額の10分の３以上の額)

(8) 入札方式 条件付一般競争入札

（入札後審査郵送方式一般競争入札（ダイレクト型） （施工体制事前提出方式）・

調査基準価格及び数値的判断基準を適用）※紙入札である。

(9) 落札方式 総合評価落札方式（特別簡易型(実績重視型)）

２ 入札に参加できる者に必要な資格に関する事項

次の(1)の条件を満たす者（単体企業）又は(2)の条件を満たす復旧・復興建設工事共同企業体であること。

また，この入札に参加する同一の企業は，単体，事業協同組合若しくは経常建設工事共同企業体又は復旧・

復興建設工事共同企業体のいずれかの形態をもって当該入札に同時に参加することはできない。

(1) 単体企業の資格

宮城県から建設工事執行規則（昭和３９年宮城県規則第９号）第４条第１項の規定に基づく平成29・30年

度建設工事競争入札参加登録を受けている業者で，原則として開札日当日において次の条件を満たしている

こと。

登録業種 土木一式工事 登録等級 Ｓ等級

事業所の所在地に関する条件

宮城県内に本社(本店)を有していること。

施工実績に関する条件

なし

配置技術者に関する条件

① 本工事の現場施工に着手する日までに，建設業法（昭和24年法律第100号）の定めるところにより,

当該入札参加業者と直接雇用関係のある主任技術者又は監理技術者（以下「配置技術者」という。）を

この工事現場に配置できること。

② 配置技術者は,入札参加受付の手続きを行った日より３か月以上前から,入札参加業者と直接的な雇

用関係にある者であること。

③ 監理技術者にあっては,監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を取得している者であるこ

と。

入札保証金

免除

その他



別紙宮城県道路公社入札後審査郵送方式一般競争入札公告共通事項１に示すとおりとする。

(2) 復旧・復興建設工事共同企業体の構成員の資格

宮城県から建設工事執行規則（昭和３９年宮城県規則第９号）第４条第１項及び宮城県における復旧・復

興のための共同企業体（復旧・復興建設工事共同企業体）を活用するための当面の運用についての規定に基

づく平成29年度建設工事競争入札参加登録（復旧・復興建設工事共同企業体）を受けている業者で，原則と

して開札日当日において次の条件を満たしていること。

登録業種 土木一式工事 登録等級 Ｓ等級

事業所の所在地に関する条件

代表者の構成員

宮城県内に本社（本店）を有していること。

代表者以外の構成員

なし

施工実績に関する条件

なし

配置技術者に関する条件

１つの構成員については，次のいずれにも該当する配置技術者を工事現場に専任で配置（建設業法の規定に

より専任配置を要しない場合を除く）できること。その他の構成員については，次のいずれにも該当する配

置技術者を工事現場に配置（分担施工の場合は専任で配置）できること。

① 本工事の現場施工に着手する日までに，建設業法の定めるところにより，当該入札参加業者と直接雇用関

係のある配置技術者をこの工事現場に配置できること。

② 配置技術者は，入札期日の前日以上前から（専任で配置する場合は入札期日の前日から起算して３月以上

前から），引き続き入札参加業者と直接的な雇用関係にある者であること。

③ 監理技術者にあっては，監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を取得している者であること。

入札保証金

３ 担当課

区 分 担 当 班 電話番号 住 所

入札担当課
宮城県道路公社総務部

総務課
022-263-0566

〒980-0011

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

工事担当課
(総合評価技術資料・工事費

内訳書等の問い合わせ)

宮城県道路公社

みやぎ県北高速幹線道

路工事事務所

0220-23-7066
〒987-0403

登米市南方町鴻ノ木160-1

※総合評価システムの操作方法についての問い合わせは,ヘルプデスク ０２２－２９９－２３３１ を

利用のこと。

４ 入札日程

手続等 期間・期日・期限 場所

設計図書等の閲覧及び貸出 平成29年10月19日(木)から

平成29年11月７日(火)まで

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

ふるさとビル４階

宮城県道路公社会議室

質問の受付 平成29年10月19日(木)から

平成29年10月30日(月)まで

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

ふるさとビル４階

宮城県道路公社総務部総務課

回答書の閲覧 平成29年11月２日(金)から

平成29年11月７日(火)まで

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

ふるさとビル４階

宮城県道路公社掲示板及び宮城県道路

公社ホームページ(http://www.miyagi-

dourokousha.or.jp/)

総合評価支援システム入札者

情報登録受付

平成29年10月19日(木)から

平成29年10月30日(月)まで

総合評価支援システムへの入力により

宮城県道路公社総務部総務課へ提出

総合評価技術資料提出受付 平成29年10月19日(木)から

平成29年11月７日(火)まで

総合評価支援システムへの入力による

入札書受付締切 平成29年11月８日(水)

午後５時まで

(期限まで到着したもののみ

有効。配達証明付郵便に限

る。)

郵送先 〒980-0011

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

宮城県道路公社総務部総務課

開札 平成29年11月10日(金)

午後2時00分から

仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

ふるさとビル４階

宮城県道路公社会議室

単体企業の場合に同じ。

その他

別紙宮城県道路公社入札後審査郵送方式一般競争入札公告共通事項１に示すとおりとする。



入札結果の公表 落札決定した日の翌営業日 仙台市青葉区上杉一丁目１番20号

ふるさとビル４階

宮城県道路公社掲示板及び宮城県道路

公社ホームページ (http://www.miyagi-do

urokousha.or.jp/)

(注１) 上記の期間は，土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日を

除く午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く。)とする。

(注２) 設計図書等とは，当該工事に係る仕様書，図面及び契約条項をいう。

５ 低入札価格調査の特例

調査基準価格を下回った入札者において，数値的判断基準（失格判断基準額）により落札不適当とならなか

った落札候補者は，特例として，誓約書の提出により，以後の低入札価格調査（履行能力確認調査）を原則と

して省略する。

６ 配置技術者届出書の提出

(1) 入札書の提出に際し，当該工事を請け負う場合において現場に配置する技術者（配置技術者）に係る配置

技術者届出書を書面で提出すること。なお，復旧・復興建設工事共同企業体で入札参加する場合においては，

全ての構成員についての配置技術者届出書を提出すること。

(2) 総合評価落札方式の場合，入札時に提出した配置技術者（監理技術者又は主任技術者）の変更は原則とし

て認めない。（追加専任も含む。）

また，復興JV，特定JVの場合にあっても，代表構成員又は構成員の別に関わらず，同じ取扱いとする。

(3) 配置技術者届出書様式については，宮城県道路公社のホームページ(アドレスhttp://www.miyagi-douroko

usha.or.jp/)からダウンロードできる。

７ 工事費内訳書の提出

(1) 入札書に記載されている入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求める。

(2) 工事費内訳書については，この入札公告が掲載された宮城県道路公社のホームページのこの工事の欄に添

付されている工事費内訳書様式をダウンロードし，工事費内訳書記入要領に基づいてファイルに必要事項を

入力し，フロッピーディスク等に保存して内容を示すラベルを貼付し，入札書を提出する中封筒に同封して

提出すること。

(3) 工事費内訳書は，返戻しない。

８ 資格審査時の提出書類

入札執行者から開札後入札参加資格確認書類の提出を求められた場合は，次の書類を書面で提出すること。

(1) 配置技術者の資格及び雇用関係を確認できる書類

(2) 宮城県建設工事入札参加登録通知書の写し

(3) その他入札執行者が入札参加資格確認のために必要と認めた書類

９ 総合評価項目及び落札者決定基準

総合評価落札方式における評価項目及び評価基準並びに落札者決定基準は，宮城県道路公社建設工事総合評

価落札方式（簡易型・標準型）の手引き３－１に示すとおりとする。

また，総合評価に係る「地域性」の評価対象土木事務所は下記のとおりとする。

東部土木事務所登米地域事務所

10 総合評価に必要な提出書類

(1) 総合評価落札方式における価格以外の評価に必要な書類（以下「総合評価技術資料」という。）の提出を求

める。

(2) 総合評価技術資料については，総合評価支援システムにより，宮城県道路公社建設工事総合評価落札方式

（簡易型・標準型）の手引き（追補版を含む。）に基づいて必要事項を入力し，総合評価支援システムにより

提出すること。

また，上記提出後，総合評価支援システムにより出力される総合評価技術資料提出証明書を入札書を提出

する中封筒に同封して提出すること。

(3) 総合評価支援システム操作マニュアルは，宮城県道路公社のホームページ(アドレスhttp://www.miyagi-d

ourokousha.or.jp/)からダウンロードできる。

(4) 落札候補者が決定した段階で，落札候補者から総合評価技術資料に記載した内容についての確認資料の提

出を求める。

(5) 総合評価技術資料は，入札参加の審査・評価以外に使用しない（当該総合評価技術資料を提出した入札者

の承認を得た場合を除く。）。

(6) 総合評価技術資料は返却しない。



(7) 総合評価技術資料は公表しない（落札者が提出した企業の社会的責任等（ＣＳＲ）の実績説明書及び情報

公開条例（平成11年宮城県条例第10号）に基づく，行政文書開示請求による開示を除く。）。

(8) 総合評価技術資料は，差し替え，再提出を認めない。

(9) 総合評価技術資料の提出がないもの及び同資料に記載がないものの入札は無効とする。

(10) 総合評価技術資料の記載内容が不明若しくは確認の必要があると認められる場合には，配置予定の技術者

に対してヒヤリングを実施することがある。

(11) 提出を求める総合評価技術資料の作成に係る費用は，入札者の負担とする。

(12) 宮城県道路公社建設工事総合評価落札方式（簡易型・標準型）の手引き（追補版を含む。）は，宮城県道路

公社のホームページ(アドレスhttp://www.miyagi-dourokousha.or.jp/)からダウンロードできる。

11 落札者の決定方法

(1) 入札価格が，予定価格の範囲内の価格をもって申込みをしたもののうち，総合評価点の最も高いものを落

札候補者とする。

(2) 総合評価点の最も高いものが２人以上あるときは，入札価格が低いものを落札候補者とし，入札価格が同

じ場合はくじ引きにより落札候補者を決定する。

(3) 落札候補者が提出した総合評価技術資料の確認審査において無効と判断した場合は，落札者としない。

(4) 調査基準価格を下回る入札価格又は建設業法違反容疑等について公社の調査中である落札候補者にあって

は，履行能力確認調査を行い不適当と判断した場合は，落札者としない。

(5) 総合評価結果は，宮城県道路公社が執行する入札結果の公表に係る要領（平成19年10月１日施行）に基づ

き公表する。

12 評価内容の履行の確保

(1) 総合評価技術資料で提出された内容は，その履行が確保できなかった場合，宮城県工事成績調書作成要領

（平成15年７月14日施行）の規定を準用し，工事成績評定において減点する場合もある。

(2) 総合評価技術資料の施工計画等によることが困難で工事費用が増加する場合にあっては，自然災害等の不

可抗力による場合を除き設計変更等は行わない。

13 設計図書の閲覧等

設計図書の閲覧及び貸出の期間及び場所は，４に示すとおりとするが，次の場所において有料で複写するこ

ともできる。

仙台市青葉区本町1丁目15-12

株式会社フヂノヤ

電話 022-222-8521

14 その他

(1) 別紙宮城県道路公社入札後審査郵送方式一般競争入札公告共通事項に示すとおりとする。

(2) 入札公告の開始日から質問書に対する回答閲覧開始日までの期間内に,設計図書等の訂正及び追加を行う

場合がある。入札参加者は公社のホームページ（アドレスhttp://www.miyagi-dourokousha.or.jp/)及び閲

覧図書等で設計図書等の訂正及び追加内容を確認するとともに,質問への回答を確認のうえ,入札書を提出

しなければならない。

(3) 落札者が復旧・復興建設工事共同企業体の場合は，請負契約締結時に共同企業体編成表及び出資の割合に

関する協定書（宮城県における復旧・復興のための共同企業体（復旧・復興建設工事共同企業体）を活用す

るための当面の運用について様式第３号及び第４号）を工事執行者に提出しなければならない。

(4) 宮城県出納局契約課ホームページアドレスは次のとおりである。 http://www.pref.miyagi.jp/keiyaku/

(5) 宮城県入札情報サービスシステムアドレスは次のとおりである。

http://www.efftis.jp/04000/PPI/Public/Server

(6) 宮城県道路公社が発注する工事は，建設業法施行令（昭和31年８月29日政令第273号）第27条の13に規定す

る「公共性のある施設又は工作物に関する建設工事」である。しかし，当公社は，公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律（平成12年11月27日法律第127号）第２条第１項における「特殊法人等」には

該当しないため，当公社発注工事は，同法同条第２項で規定する「公共工事」ではない。そのため，国，特

殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工事の入札において，「公共工事の施工実績」として，当該工事

の施工実績を使用する場合は，事前に発注者に確認をとるなどの注意が必要である。



宮城県道路公社 建設工事総合評価支援システム入札者情報登録について

※入札参加者情報登録は年度毎に更新手続きが必要となります。

新年度において入札参加を希望される場合は、再登録を行ってください。

※復旧・復興建設工事共同企業体として，入札に参加する場合は，当該共同企業体の代表者が取得した単体企

業のIDとは別のIDが必要となりますので，別途入札参加者情報登録の手続きが必要となります。

宮城県道路公社ホームページから，

総合評価支援システムをクリックし，

入札者ログイン画面を表示させます

【入札参加者情報登録】はこちら

をクリックして，情報登録を行います

操作方法は，マニュアルを参照

帳票出力を行い，４の表に定める

総合評価システム入札者情報登

録受付期間内に宮城県道路公

社総務部総務課に提出



○工事費内訳書・総合評価システムは

それぞれ別のフロッピーディスクに入れて下さい。

宮城県道路公社 総合評価落札方式落札の入札書提出について

入札書
○年○月○日

工事費内訳書

ファイル

○○建設（株）

○入札書

○工事費内訳書

○総合評価支援シス

テム

の作成，入力

入札書

開札日 平成○○年 ○月 ○日

工事番号 平成○○年度 仙□□第○○号

工事名 仙台△△道路 ×××××工事

宮城県登録承認番号 ○○○○号

会社名 ○○建設株式会社

○入札書･工事費内訳書ﾌｧｲﾙ･総合評価技術資料提出証明書の３点全てを入札書の

封筒に入れ，のり付けし，封じ目に押印をお願いします。

配置技術者

届出書

９８０－００１１

仙台市青葉区上杉１丁目１―２０

宮城県道路公社 総務部 総務課 あて

入札書在中（開札日平成○○年 ○月 ○日）

配達証明ご担当者様の

お名刺

○入札書封筒・配置技術者届出書・お名刺の３点をさらに別の封筒に入れて下さい。

○上図のように朱書きし，配達証明付郵便で郵送して下さい。

○入札書封筒よりも大きな封筒でお送り頂きますよう，御協力をお願いします。

例：入札書封筒 角形６号（162mm×229mm）

郵送用封筒 角形２号（240mm×332mm）

入札保証金

入札保証金の記載については、

入札公告で示されたとおりに、

記入して下さい。

(参考)

付保割合は下記のとおり。

○入札保証金(現金)納付、金融

機関の入札保証及び保険会社

の入札保証保険契約の場合は、

入札金額(税込み)の100分の5

以上の金額を記入して下さい。

○金融機関又は保証事業会社

による契約保証の予約の場合

は、入札金額(税込み)の100分

の10以上の金額を記入して下

さい。

宮城県道路公社ホームページから，

○入札書様式

○工事費内訳書ファイル

をダウンロードする。

○総合評価支援システム

総合評価技術資料

提出証明書

作成日又は投函日

を記入して下さい

作成日又は投函日

を記入して下さい


